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はじめに
　特定有害物質（鉛，砒素　トリクロロエチレンその他の物質（放射性物質を除く）による土
壌汚染が問題になっている。特定有害物質による土壌汚染は，放置すれば人の健康に影響を及
ぼすことになりかねない。そのために，土壌汚染対策あるいは汚染土壌の改良が必要になる。
　平成14年（2002年）1月25日，わが国の環境省・中央環境審議会は土壌汚染対策の新制度
をまとめて川口川頁子環境相に答申した。同年に制定された土壌汚染対策法によって，都道府県
知事は，土壌汚染による健康被害の防止措置として，特定有害物質による土壌汚染により，人
の健康に係る被害が生じ，または生ずるおそれがある土地があると認めるときは，その被害を
防止するため，当該土地の所有者等に対し，当該汚染の除去，当該汚染の拡散の防止等の措置
を講ずべきことを命ずることができることになった（第7条）。また，都道府県知事は，当該
土地の所有者以外の者の行為によって当該土地の土壌汚染が生じた原因が明らかな場合であっ
て，汚染原因者に措置を講じさせることにつき土地の所有者等に異議がないときは，汚染原因
者に対し，汚染の除去等の措置を講ずべきことを命ずることができることになった（第7条但
し書き）。
　土壌汚染対策法の内容は，工場を廃止するとか跡地を宅地などに転用する際に土地所有者に
調査を義務付け，汚染が見つかった場合は所有者に対策をとらせるとするものである。土地所
有者は土壌調査を実施し，結果を都道府県に報告する。そして，鉛，砒素，トリクロロエチレ
ンなどの有害物質が基準値を超えて検出された場合には都道府県知事が汚染箇所の所在地や管
理状況などを台帳に登録して公開する。さらに都道府県知事は土地所有者に対して，安全対策
をとるよう命令する。土地所有者は土地の状況に応じ，汚染土壌の覆土，アスファルトによる
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舗装，土の入れ替えなどを実施する。土地所有者に汚染責任がなく，土壌を汚染した者が特定
できる場合には，汚染者が安全対策をとる義務を負うことになった1）。土壌汚染対策法によっ
て，土地の所有者や汚染原因者等は，工場を廃止するとか跡地を宅地などに転用する際汚染
土壌の覆土，アスファルトによる舗装，土の入れ替えなど汚染の除去，汚染の拡散防止等の措
置を講ずべきことになった。
1　土壌汚染に関する会計問題
　環境銀行を標榜するびわこ銀行の2005年度の環境報告書を見ると，業者向けの融資の中に
環境サポートローンとして「土壌汚染改良プラン2）」がある。この「土壌汚染改良プラン」と
いうのは，通常の環境サポートローンを土台にして，融資先企業は省エネの目標値を達成した
場合にはさらに金利が優遇されるが，未達成の場合には優遇措置を取り消されるというもので
ある。企業は汚染土壌を改良できなかった場合には，追加の金利が必要になる。もう一つの特
徴として，同行での聞き取り調査3）では，土壌汚染対策法の施行に合わせて，同法において汚
染区域に指定された土地の担保評価を，浄化が完了するまでゼロとするとのことである。また，
「土壌汚染簡易診断システムを取り入れ，土壌汚染懸念物件の担保調査および担保評価手続き
を厳格に行い，汚染が認められる場合には浄化されるまで新たな担保設定を禁止している4）」。
すなわち，融資を受ける側の企業にとって，汚染土壌の改良が進まなかった場合には，金利の
優遇措置が取り消され，将来のキャッシュ・フローの減少を招くことになる。また，土地を汚
染した場合には，土地の担保価値が減少することになり，追加の担保が必要になる。さらに，
聞き取り調査5）では，汚染土壌に積もった雪を除雪する場合には，特定の場所が指定されてお
り，企業にとって土壌汚染を未然に防止するための費用が必要とのことであった。
　汚染した土壌および地下水汚染浄化対策を実施している企業は相当数ある。
　東京ガスが所有していた豊洲地区への東京都中央卸売市場（築地市場）の移転を巡って，土
壌汚染が問題になっている。豊洲地区は東京ガスが石炭を原料としたガス製造工場跡地であ
り，土壌や地下水が鉛や砒素などに汚染されていることが判明している。汚染状況は国の環境
基準に対して，最大値で鉛9倍，砒素49倍と，高濃度汚染になっている。地表面から深さ2メー
トルを超えた分は基準の10倍を超えていなければ処理は行わないが，地下水も汚染されてい
る。東京ガスは現在，汚染土の入れ替えや新たな土盛り，表面のアスファルト被覆などの対策
を講じている6）。
　片倉工業が所有するさいたま新都心駅前の土地において揮発性有機化合物（テトラクロロエ
チレン及びその分解生成物）による土壌および地下水の汚染が発見された。その土地の地下水
の流れが東方向に向かっていることから，社有地外への汚染地下水の拡散防止と社有地周辺で
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の井戸枯れ防止を考慮し，東側敷地境界に透水性浄化壁を設置した7）。この工事完了後の地下
水検査においてこの透水性浄化壁を透過する地下水は無害化された8）。
　石塚硝子の平成16年3月期の決算書をみると，同社が吸収合併した旧（株）アサヒビールパッ
クスが過去に有していた吹田及び関東工場にかかる汚染負荷量賦課金の支払いに備えるため，
将来に亘って発生する汚染負荷量賦課金総額の現在価値を見積もり，汚染負荷量引当金として
計上している9｝。
　過去に有害化学物質を埋めた企業が損害賠償を求められるケースもある。
　東京都大田区の民有地で環境基準の570倍のダイオキシン類が検出された。この土地は昭和
30年頃から三菱ガス化学（当時は日本瓦斯化学）の子会社であった化学メーカー共栄化成が
無水フタル酸（プラスチックの可塑剤の原料）を製造し，熱媒体としてダイオキシンの一種で
あるPCB（ポリ塩化ビフェニル）を使用していた土地である。同社は昭和39年に経営破綻し
たが，PCBを昭和39年から40年にかけて本社工場を閉鎖して跡地を更地化した際に地中に排
出した。東京都は，その当時，共栄化成工業の全株式を保有する最大の債権者で，同社の従業
員を再雇用するなどしていた日本瓦斯化学が三菱江戸川化学と合併して，三菱ガス化学として
発足したことから，責任は三菱ガス化学にあると主張したlo）。そして，東京都は汚染土壌の除
去・保管にかかる費用を同社に請求した11）。これに対して，三菱ガス化学は行政処分の取り消
しを求めて東京地裁に提訴した。東京地裁は，平成18年2月9日，三菱ガス化学の訴えを退け
ている。
　古くはラブ・キャナル事件がある。第二次世界大戦中から1950年頃にかけてニューヨーク
州北部ラブ・キャナルにドラム缶に詰めて埋め立てた化学物質が，70年代の後半に，有毒ガ
スとなって地表に漏れてきた。そして，その化学物質を埋めた企業を吸収合併した企業に損害
賠償が求められた。この事件について，裁判所は，無過失であっても遡及して存続する吸収企
業に賠償責任があるとの判断を示した。その結果吸収した企業は約2億6，000万ドルという
莫大な費用を負担することになった12）。ラブ・キャナル事件のように，被吸収企業に原因があ
る汚染土地の浄化費用・債務を吸収企業が負担することは，吸収企業の財政状態に多大な影響
を与えることになる。
　従来，無害の物質として使用してきた物質が，後の化学的知見によって有害な物質であるこ
とが判明する場合もある。
　例えば，金属部品の洗浄剤のほか溶剤や化学製品の合成原料として使用されてきたトリクロ
ロエチレンや，ドライクリーニングの洗浄剤として広く使われていたテトラクロロエチレンは
発がん性に加え中枢神経障害の毒性が指摘され，環境汚染が懸念されている13）。
　石原産業が製造した埋め戻し剤「フェシルト」を使用した岐阜県内の民有地の一部土壌から，
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環境基準を大きくこえる六価クロムが検出された。県は撤去を要請しており，石原産業はこれ
に応じる方針である14）。このような場合にも，土壌汚染対策法では汚染の原因企業は浄化措置
が義務づけられることになる。
　土壌汚染が発覚した場合，会計的に見て，資産価値の減少，土壌汚染を未然に防止するため
の費用や汚染土壌の改良のための費用といった汚染対策費用，損害賠償費用が発生することに
なる。
皿　汚染土地の減損処理
　オフィスビルやマンションの建設予定地で土壌汚染が発覚し，計画が中止になるケースが増
えている。日産自動車は，ロケットの開発や製造を担う宇宙航空事業の拠点であった荻窪事業
所を閉鎖して，この土地を売却しようとした。そして，念のため調査したところ有害物質のト
リクロロエチレンが検出された15）。それ以前にも日産自動車は，座間工場の跡地を売却しよう
としたが，座間工場の敷地を自社の廃棄物処分場として利用してきたことから，売却を断念し
て，自動車展示場として自社で利用していくことになった16）。野村不動産は，大阪豊中市に購
入したマンション敷地からシアンなどの有害物質が検出されたことから，建設途中のマンショ
ンを取り壊すとともに，売主に対して売買代金の返還を求めて提訴した17）。
　業績が悪化した企業がリストラのために，汚染した工場跡地ガソリンスタンド跡地ク
リーニング工場跡地などを宅地転用して売却を計画している。しかし，それは相当困難である。
宅地に転用するとすれば，浄化費用は多額になるし，その土地を使用し続けるとすれば，悪化
した事業を継続しなければならない。企業は，汚染された土地を浄化して売却した場合の
キャッシュ・フローと事業を継続して得られるキャッシュ・フローを比較して，大きい額を選
択できるとしても，リストラを行う企業にとって，回収可能額の大幅な減少になることは避け
られない。この場合，汚染された土地の帳簿価額を回収可能額まで引き下げる必要があるとす
れば，『固定資産の減損会計基準』（平成14年以下，『減損会計基準』という）が適用される
ことになる。
　米国の財務会計基準審議会（Financial　Accounting　Standards　Board，以下FASB）が2001
年8月に公表した財務会計基準書（Statement　of　Financial　Accounting　Standards　No．144「長
期性資産の減損および処分予定の長期性資産の会計処理」（Accounting　for　the　lmpairment　or
Disposal　of　Long－Lived　Assets，以下，　FAS144という）は，減損について「長期性資産（資産
グループ）の帳簿価額がその公正価値を超える状況をいう18）」と定義している。
　国際会計基準委員会（lnternational　Accounting　Standards　Committee）が1998年6月に公
表した国際会計基準（lnternational　Accounting　Standards　No．36）「資産の減損」（lmpairment
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of　Assets，以下，　IAS36という）は，減損について「資産は，その帳簿価額が使用又は売却に
よって回収される金額を超過する場合には，回収可能価額を超える価額を付されていることに
なる。このような場合には，資産は減損しているものとされ，本基準書は企業が減損損失を認
識することを要求している19）」と述べている。すなわち，IAS36は，帳簿価額が回収可能価額
を超過する場合には，減損処理をすべきであるとしている。また，わが国の『固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書』は「固定資産の減損とは，資産の収益性の低下により
投資額の回収が見込めなくなった状態にあり，減損処理とは，一定の条件の下で回収可能性を
反映させるように帳簿価額を減額する会計処理である」と規定している。つまり，汚染が発覚
して，その利用に大きく制約を加えられることになった土地はその資産価値が大幅に減少する
ため，減損処理が必要になる。また，金融機関から融資を受けるにあたって担保価値の減少は
免れない。したがって，汚染された土地の帳簿価額を引き下げるために，『減損会計基準』を
適用することになる。
　減損とは，固定資産について収益性が低下したこと，あるいは，固定資産について将来の
キャッシュ・フロー獲得能力が減少したことを意味するものと考えられる。また，減損処理と
は，一定の条件の下で，正常な収益力あるいは将来のキャッシュ・フロー獲得能力を反映させ
るように帳簿価額を減額する会計処理であると考えられる。
　減損はどのような場合に生ずるのであろうか。『減損会計基準』・「二減損損失の認識と測定
一1減損の兆候」は，減損の兆候の例として，次のものを挙げている。
①資産又は資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが，
　継続してマイナスとなっているか，あるいは，継続してマイナスとなる見込みであること。
②資産又は資産グループが使用されている範囲又は方法について，当該資産又は資産グループの
　回収可能価額を著しく低下させる変化が生じたか，あるいは，生ずる見込みであること。
③資産又は資産グループが使用されている事業に関連して，経営環境が著しく悪化したか，あ
　るいは，悪化する見込みがあること。
④資産又は資産グループの市場価格が著しく下落したこと。
　『減損会計基準』は，減損の兆候の例として，獲得可能なキャッシュ・フローの減少，市場
価値の著しい下落などを挙げている。
　資産とは，IASのフレームワーク（Framework　for　the　Preparation　and　Presentation　of
Financial　Statements）によれば，将来の経済的便益がその企業に流入すると期待される資源
をいう20）。また，資産が有する将来の便益とは企業への現金および現金同等物の流入に直接的
または間接的に貢献する潜在能力を意味する21）。企業がリストラを行う段階になって，事業に
おいてもキャッシュ・フローの獲得を期待できず，収益性が低下することになる。そうした場
54 一経　　営　　論　　集一
合には，将来に流入が期待されるキャッシュ・フローが減少することになり，その価値は取得
原価を下回ることになる。収益性が低下した固定資産は，当初予定されたキャッシュ・フロー
が期待できず，投資採算が取れなくなる可能性がある。このような収益性が低下した固定資産
について減損処理を行うことになる。
　減損計上後はその額がその後の固定資産の帳簿価額になる。『減損会計基準の設定に関する
意見書』は「減損損失の戻し入れを行わない」（四一3－（2））としているが，「減損損失の戻し入
れを行うべきであるとする考え方がある」（四一3－（2））とも述べている。戻し入れについては
二つの考え方が存在する。FAS144は「減損を認識した後は，長期性資産の調整後の簿価が新
しい取得原価になるとして減損の戻入れを認めていない22）。これに対して，IAS36は，原則と
して，減損損失の戻入れを認めている99）。一般的にいえば次期以降の状況の変化によって減
損の一部が回復する場合がありうる。いったん減損を認識した後に立地条件の好転等によって
その資産の時価が回復したとか，機械のような資産であれば製品市況が回復したとかによって
資産価値が回復する場合もありうる。特に土地については，長期の保有の間に収益性が回復す
ることも考えられる。そうした場合には減損の戻し入れが考慮されても良いかもしれない。し
かし，汚染された土地の減損後の戻し入れはありえない。土壌汚染対策法によって，土地の所
有者や汚染原因者等が，汚染土壌の覆土，アスファルトによる舗装，土の入れ替えなど汚染の
除去，汚染の拡散防止等の措置を講じて，資産価値が回復したとしても，それは減損の戻し入
れには該当しない。減損した汚染土地を当初の資産価値まで回復させるための支出は，資産価
値を高めるための支出であることから，資本的支出であって，価値が回復したとしても減損の
戻し入れには該当しないのである。
皿　汚染土地の時価開示
　土壌汚染対策法は，工場を廃止するとか跡地を宅地などに転用する際に土地所有者に調査を
義務付け，汚染が見つかった場合は所有者に対策をとらせるとするものである。日産自動車は，
座間工場の跡地の売却を計画したが，座間工場の敷地が自社の廃棄物処分場として利用してき
たことから，宅地への転用を断念した。持田製薬は，工場跡地をマンション用地として大京観
光に売却する契約を結んだが，建設前に地中からトリクロロエチレンが発見されて，契約を解
除された24）。業績が悪化した企業がリストラのために，汚染した工場跡地などを宅地転用して
売却しようとしても，それは相当困難である。
　業績が安定している企業にとっては，たとえ汚染された土地であっても，それを使用するこ
とによって充分にキャッシュ・フローを獲得できることから，その土地の使用価値が取得原価
を下回ることはない。『減損会計基準』にしたがえば，こうした企業では汚染した土地につい
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て減損処理を行う必要はないことになる。しかし，その企業がいったん業績不振に陥ってリス
トラのために土地を売却しようとすると，汚染した土地の減損が顕在化することになる。
　それは，業績が悪化してリストラのために汚染された土地を売却する段階になって初めて
「環境監査」を行うからではない。業績が悪化して，リストラを考えて宅地転用するときになっ
て初めて「環境監査」を実施して，土地の汚染に気付くというのでもない。実際には，工場敷
地が汚染されていることは承知していても，業績が悪化する前は，使用し続けている汚染され
た土地について減損を意識してこなかったのである。企業は，汚染された土地を売却して得ら
れると思われる正味売却価額と，その土地を使用して得られるキャッシュ・フローの現在価値
である使用価値のいずれか高い方の回収可能価額を選択して土地の評価額を算定する。しか
し，一旦業績が悪化した企業にとって，汚染された土地の回収可能価額は取得価額に比べて著
しくなる。中には，事業の継続を断念して売却しようとすると，10億円の土地について汚染
が発覚して，浄化費用に21億円かかるものもあって，土地の価格が理論的にマイナスになる
ものもある25）。リストラの段階になって，突如として土地の汚染が発覚して減損が意識される
ことになる。
　『減損会計基準』にしたがえば，業績も安定している企業にとっては，汚染された土地であっ
ても充分にキャッシュ・フローを獲得することができていることから，減損処理を行う必要が
ない。業績が安定している企業にとっては，選択できる回収可能価額として，汚染された土地
を売却して得られると思われる正味売却価額よりもその土地を使用して得られるキャッシュ・
フローの現在価値である使用価値の方がはるかに高い。そのため，業績も安定している企業で
は，汚染された土地に対して，減損処理を行わないで済むことになる。しかし，企業が業績不
振に陥ってその土地を売却しようとすると，汚染した土地の減損が意識されることになる。こ
れでは，減損会計は情報開示という観点から不十分である。これは企業にとっても投資家に
とってもリスキーなことである。しかし，もともと『減損会計基準』は投資家への情報開示を
目的とした基準ではないのであるから，『減損会計基準』にそれを求めても無理なことである。
　減損についての関心の中心がバブル期に不動産，建設，流通，銀行，生命保険などの業界が
大量に購入した土地についてであることを考えてみると，情報開示という観点から注目されて
いるように見られがちである。しかし，『減損会計基準』はもともと将来のキャッシュ・フロー
に対応する費用計算を念頭に置いた期間損益計算を目的とした基準である。企業会計基準委員
会が平成12年（2000年）に公表した『固定資産の会計処理に関する論点の整理』が述べてい
るように「事業用資産でも，収益性が当初の予想よりも低下して投資額の回収が見込めなく
なったような場合には，価値の下落を帳簿価額に反映させるのが，伝統的な考え方でもある」
（1）。減損会計では，たとえば，1000万円を投資した固定資産について資本コストで割り引
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いて300万円分しか回収できない場合，「原価のうちキャッシュ・フローを生み出さないとい
う意味で過剰な部分，すなわち，有用性が失われた部分を切り捨てる手続が求められる」会
計処理である。すなわち，固定資産について減損処理を行う目的は期間損益計算に求められて
いる。したがって，情報開示ということを求めるのであれば，業績が安定していて，汚染され
た土地について正味売却価額よりも使用価値の方が高い企業についても土壌汚染の影響を考慮
した時価の開示を行うべきであろう。
　減損と時価評価とは意味が異なる。減損会計の目的は，伝統的な考え方によるものである。
これに対して，情報開示という観点からは，減損が問題になるのではなく，時価評価が問題に
なる。減損処理を必要としない，業績が安定している企業であっても，汚染された土地につい
ては時価を開示するべきである。業績が安定している企業であっても，汚染された土地につい
ての時価評価は，情報開示に十分に意味があるとして提唱すべきものである。汚染した土地の
使用価値は取得原価からは判断できない。汚染した土地の情報開示のためにはその時価を知る
ことこそ重要であろう。
　業績が安定していて，汚染された土地について正味売却価額よりも使用価値の方が高い企業
にとっても，業績が悪化すれば使用価値と正味売却価額が逆転する。したがって，国土交通省
が不動産鑑定士に土壌汚染の影響を考慮させることにしているように，業績が安定している企
業に対しても土壌汚染の影響を考慮した時価の開示を求めるべきであろう。
N　汚染対策費用の計上
　土壌汚染対策法は，工場を廃止するとか跡地を宅地などに転用する際に土地所有者に調査を
義務付け，汚染が見つかった場合は所有者に対策をとらせるとするものである。しかし，工場
跡地や研究所を抱える企業，ガソリンスタンドを所有する企業，クリーニング工場を経営する
企業は，跡地などを宅地転用しない場合でも，汚染の可能性は高いのであるから，自主的に土
壌汚染を調査すべきである27）。その結果，（a）将来の支出がほぼ確実であり，見積りが可能で
あれば，環境負債として財務諸表に開示すべきである。（b）将来の取引・事象に関連する支出
については，一定の条件を満たすならば，将来の損失に備えて引当金を設定すべきである28）。
　長浜キヤノンの敷地の土壌から土壌汚染対策法で定める基準値の約70倍の鉛と約8倍のフッ
素が検出された。同社は2002年7月から2003年11月にかけて製造工程から出た排水の脱水汚
泥をコンクリートに混ぜて敷地に舗装したり，廃棄したりしたことに原因がある可能性が高い
とし，土壌の入れ替え工事を実施した29）。
　日立金属および三島製紙は，「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別
措置法により今後発生が見込まれるPCB廃棄物の処理費用に充てるため，その所要見込額を
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計上した30）」。
　ブリヂストングループは，建物及び設備等に使用されているアスベスト及びポリ塩化ビフェ
ニル（PCB）の撤去，処分等に関する支出に備えるため，今後発生すると見込まれる金額約
58．9億円を平成17年12月期に環境対策引当金として計上した31）。
　新日鉱ホールディングスは「過去の創業に起因する環境対策工事の支出に充てるため，今後
発生すると見込まれる損失について合理的に見積もられる金額を計上している32｝」。
　北興化学工業も，「埋設農薬の無害化処理に掛かる環境整備費用の支出に備えるため，当連
結会計年度末における見込額を計上しているsa）」。
　先に紹介した片倉工業も，社有地外への汚染地地下水の拡散防止と社有地周辺での井戸枯れ
防止を考慮し，東側敷地境界に透水性浄化壁を設置した。そして，見込まれる汚染浄化対策費
用として平成15年12月期にすでに総額6億5千万円を土壌汚染処理損失引当金として計上し
ている鋤。
　この他にも，有価証券報告書を見ると，三菱マテリアが平成18年3月期に土壌汚染処理損失
引当金約56億円を35），大日本スクリーン製造が平成17年3月期に土壌浄化対策引当金約7億円
を設定している36）。石塚硝子の平成16年3月期の決算書をみると，同社が吸収合併した旧（株）
アサヒビールパックスが過去に有していた吹田及び関東工場にかかる汚染負荷量賦課金の支払
いに備えるため，汚染負荷量引当金として計上している37）。
　しかし，問題なのは，従来無害の物質として使用してきた物質が，後の化学的知見によっ
て有害な物質であることが判明する場合の汚染対策費用である。先に紹介した，金属部品の洗
浄剤のほか溶剤や化学製品の合成原料として使用されてきたトリクロロエチレン，ドライク
リーニングの洗浄剤として広く使われていたテトラクロロエチレン，六価クロムの原因となっ
たクロム鉱さいの例である。このような場合にも汚染の原因企業は浄化措置が義務づけられ
る。しかし，汚染土地の浄化費用・債務を原因企業が負担することは，その企業にとって晴天
の露麗とも言うべき偶発事象である。このような環境費用・債務は，現実のものとなった時に
は，企業の財政状態に多大な影響を与える。環境費用・債務はいったん表面化すると，莫大な
金額になる可能性があることから，そのリスクは財務諸表に適切に開示されるべきであろう。
　経営状況についての情報の開示ということを考えてみれば，FASBのStatement　of　Financial
Accounting　Standards　No．5「偶発事象会計」（Accounting　for　Contingencies）（以下，　FAS5
という）が指摘するように，引当金の設定対象となっていない晴天の震麗とも言うべき偶発損
失について積極的に開示すべきである。すなわち，引当金の設定要件を満たさないために，損
失の計上を行えない場合でも，その損失が発生していることの可能性がある程度あるときには
偶発事象の開示をなすべきである38）。そして，これらの開示に当たっては，その偶発事象の性
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質を示し，見込まれる損失額および損失の範囲の見積りを行うべきである。また，そのような
見積りができない場合には，なぜそのような見積もりができないのか，その理由を示すべきで
ある。さらに，決算日において資産の減損又は債務の発生している可能性は大きくないが，損
失の発生の可能性がある程度認められる偶発損失についても開示が要求されるべきである。
　さらに，経営状況についての1青報の開示という観点からは，FAS5がいうように，決算日後
から財務諸表の公開前に，晴天の欝塵とも言うべき事象がある程度存在する場合，そのことを
示す情報が入手できるならば，その偶発損失について開示すべきである39）。これらはその年度
の損失として計上することはできない。もちろん引当金の設定要件を満たす損失でもない。だ
が，この種の損失は財務諸表への誤解を避けるために開示されるべきであろう40）。すなわち，
決算日後に損失が発生し，資産の減損額あるいは負債の発生額を合理的に見積もることができ
る場合には，損失または偶発損失の性質とその見積り額を財務諸表に追加的に開示すべきであ
ろう。また，その見積りが不可能であるならば，なぜそのような見積もりができないのか，そ
の理由を示すべきであろう4D。
　引当金の設定対象となっていない偶発損失について偶発事象として開示する。また，引当計
上した金額を超過する損失が発生している可能性がある程度あるときも偶発事象として開示す
る。決算日後から財務諸表の公開前に，資産が減損し負債の発生がしている可能性が存在する
場合にも，その偶発損失について開示する必要がある。
V　損害賠償費用の計上
　米国では1990年までの時限立法であったが，スーパー・ファンド法（Comprehensive
Environmental　Response，　Compensation　and　Liability　Act　of　1980．とSuperfund　Amendments
and　Reauthorization　Act　of　1986．との総称）が制定された。この法律によって米国の環境保護
庁（Environmental　Protection　Agency）は，かつて産業廃棄物が処分された汚染土地について，
その潜在的責任者に対して汚染土地の浄化を命ずることができるようになった。スーパー・
ファンド法の特徴としては，厳格責任主義遡及責任主義連帯責任主義が挙げられる。厳格
責任主義とは，潜在的責任者の過失を立証する必要がないことをいう。遡及責任主義とは，か
つて合法であった行為に対しても責任が追求されるというものである。また，連帯責任主義と
は，汚染責任者全員に責任を求めるというもので，土地の現在の所有者だけでなく，場合に
よっては融資金融機関，株主にまで責任が及ぶというものである。したがって，環境庁から潜
在的責任者に指定された企業は，指定された瞬間に多大な出費を余儀なくされることになる。
まさに，偶発的に損失・債務が発生することになる42）。
　スーパー・ファンド法制定の直接の契機となったのは，前述のラブ・キャナル事件である。
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第二次世界大戦中から1950年頃にかけてニューヨーク州北部ラブ・キャナルにドラム缶に詰
めて埋め立てた化学物質が，70年代の後半に，有毒ガスとなって地表に漏れてきた。そして，
その化学物質を埋めた企業を吸収合併した企業に損害賠償が求められた。
　東京都大田区の民有地で環境基準の570倍のダイオキシン類が検出された。この土地は，前
述のように，三菱ガス化学が，吸収した子会社が汚染した土地について損害賠償が求められて
いるものである。
　王子製紙は，セイコーエプソンに売却した工場跡地内に埋設した産業廃棄物について，汚染
土壌の浄化費用6億4千万円の支払を求められて東京地裁に提訴された。廃棄物の種類は，汚泥
インキ，焼却灰　ビニールなどで地表から0。5－2。5メートルに埋設されていたもので，環境基準
の7．1倍のダイオキシン，33倍の鉛，5．3倍の六価クロム等が検出されている43）。
　裁判所によって命じられる損害賠償額を合理的に見積もることは難しい。しかし，判決が下
ればその損害賠償金は会社の将来の収益に負担になるはずである。会社に命じられる損害賠償
が会社の財政状態に大きな不利な結果を招くことになる。訴訟は判決が下ると，巨額の損害賠
償金支払のために，その企業の存続そのものが脅かされる可能性がある。したがって，訴訟が
当期以前から係争中であるとか，当期に提訴されたとか，将来に提訴される可能性があるとか，
これによってどれほどの損害賠償請求がなされる見込みがあるのかといったことを開示するこ
とが必要である。環境浄化のための損害賠償請求がなされ，係争中の場合それを財務諸表に
開示すべきである。
　損害賠償が求められた時期ないし損害賠償の原因が生じた時期によって会計処理が異なる。
損害賠償が決算日前に起こされた場合，引当金の設定が可能かどうかが問題になる。損害賠償
が起こされた時点で，他の判例から敗訴が濃厚であるとすれば，損害補償損失引当金のような
偶発損失に対する引当金が設定されよう。この要件に合致していないのであれば，偶発事象と
して開示すべきである。また，損害賠償が決算日後・財務諸表公表前に起こされたものである
とすれば，その原因が決算日よりも前に存在する場合と決算日を過ぎてからの場合とでは処理
方法が異なるはずである。前者については，損害補償損失引当金を設定することが可能である。
後者は，決算日後・財務諸表公表前に起因するもので，決算日に存在していなかった損失であ
り，決算日には資産の減損も負債の発生も存在していない。したがって，後者については，引
当金を設定することはできない。しかし，それでもこの種の損失を財務諸表に開示すべきであ
ろう。すなわち，決算日後・財務諸表公表前に発生した損失について，資産の減損額あるいは
負債の発生額を合理的に見積もることができる場合には，引当金の設定対象とならない損失で
あっても，その見積り額を財務諸表に開示すべきであろう。
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